


令和６年５月　京都労働局

は し が き
労働災害による死亡者数は、多くの関係者の努力により、長期的には減少し、京都
府内の死亡者数は、昭和44年まで100人前後で推移していましたが、近年は20人を下
回っています。
労働災害による休業４日以上の死傷者数は、現在の統計方法が開始された昭和48年
の約6,200人から減少し、平成20年以降は2,500人前後で推移してきましたが、近年は
増加傾向にあります。
令和５年の労働災害による死亡者数は、全産業で17人となり、前年の10人と比べて
７人増加しました。また、休業４日以上の死傷者数は、新型コロナウィルス感染関連
による労働災害の減少を受け、3,228人（前年比2,442人、43.1％減少）となりました
が、新型コロナウィルス感染関連の労働災害556人を除くと2,672人となり、前年比
183人、7.4％増加しています。
一方、一般健康診断の結果、何らかの所見を有する労働者の割合は、令和５年は
61.15％（対前年比0.80ポイント増加）と全国平均値58.94％を上回り、脳・心臓疾患
につながる血中脂質、血圧等に係る有所見率も高水準で推移しています。
本年度は、「京都労働局　第14次労働災害防止推進計画」（令和５年度～令和９年
度の５年間）の２年目となります。計画の目標では、令和５年から令和９年までの５
年間の死亡者数合計を52人以下とし、令和４年と比較して令和９年の死傷者数を減少
させるとしています。１年目から目標の達成が厳しい状況となっており、労働災害を
少しでも減らし、労働者一人一人が安全で健康に働くことができる職場環境の実現に
向けて、同計画の定める「８つの重点対策」である
　①「自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発」
　②「労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進」
　③「高年齢労働者の労働災害防止対策の推進」
　④「多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防止対策の推進」
　⑤「個人事業主等に対する安全衛生対策の推進」
　⑥「業種別の労働災害防止対策の推進」
　⑦「労働者の健康確保対策の推進」
　⑧「化学物質等による健康障害防止対策の推進」
と、重点対策における取組の進捗状況を確認する「アウトプット指標」及びその取組
の成果として期待される事項の達成目標となる「アウトカム指標」を設定して、事業
場における安全衛生対策を積極的かつ計画的に推進してまいります。

　本冊子は、京都の労働災害等の現状をとりまとめたものです。本冊子が広く関係者
に活用され、働く人々の安全と健康の確保に寄与することを、心より期待します。
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２－１　年別・業種別 労働災害発生状況（平成26年～平成30年）
京都労働局

年　別
業　種 26年 27年 28年 29年 30年

全　 産　 業 2,325 ⑱ 2,468 ⑳ 2,296 ⑧ 2,430 � 2,478 ⑨
製 造 業 423 ② 466 ② 435 483 ③ 458 ①

食 料 品 製 造 業 132 132 ① 143 151 153 
繊維工業・繊維製品製造業 18 22 15 26 ① 15 
木材・木製品・家具等製造業 25 22 ① 19 27 18 
パルプ・紙・印刷・製本業 47 31 29 39 26 
化 学 工 業 14 30 20 24 29 
窯 業 土 石 製 品 製 造 業 14 18 18 16 ② 13 
鉄 鋼・非 鉄 金 属 製 造 業 13 19 15 9 11 
金 属 製 品 製 造 業 63 ① 63 54 63 46 
一 般 機 械 器 具 製 造 業 34 47 23 37 45 
電 気 機 械 器 具 製 造 業 14 21 30 27 28 
輸 送 用 機 械 等 製 造 業 8 ① 16 13 18 21 ①
電 気・ガ ス・水 道 業 6 5 4 0 2 
そ の 他 の 製 造 業 35 40 52 46 51 

鉱 業 6 5 ② 3 8 2 
建 設 業 353 ③ 308 ⑦ 271 ② 304 ⑩ 296 ③

土 木 工 事 業 68 ① 69 ② 47 ① 67 ③ 50 ①
建 築 工 事 業 233 ① 204 ⑤ 170 ① 187 ⑥ 202 ②

木 造 家 屋 等 建 築 工 事 業 73 57 ① 57 45 57 
そ の 他 の 建 設 業 52 ① 35 54 50 ① 44 

運 輸 業 405 ⑤ 426 ⑤ 410 ① 412 ④ 430 ①
鉄 道 等・ 道 路 旅 客 運 送 業 134 141 ③ 156 135 ① 129 
道路貨物運送・陸上貨物取扱業 269 ⑤ 283 ② 252 ① 275 ③ 300 ①
その他の運輸交通・港湾運送業 2 2 2 2 1 

農林・畜産・水産業 81 ① 75 ① 73 ③ 65 77 
林 業 38 ① 37 ① 36 ① 26 30 

商 業 345 ⑤ 339 ③ 336 ① 331 ② 363 ④
小 売 業 271 ② 259 ③ 232 ① 257 ② 248 ①

金 融・広 告 業 21 28 22 22 23 
保 健 衛 生 業 243 294 276 272 288 

社 会 福 祉 施 設 179 225 216 211 214 

接 客 娯 楽 業 169 206 176 ① 187 223 
旅 館 業 32 48 37 42 43 
飲 食 店 108 123 117 ① 118 136 
ゴ ル フ 場 の 事 業 12 12 14 9 15 

清 掃・と 畜 業 114 ① 129 126 153 ① 121 
ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 57 71 53 72 ① 55 
産 業 廃 棄 物 処 理 業 26 22 35 30 30 

そ の 他 165 ① 192 168 193 ① 197 
警 備 業 30 40 31 28 ① 32

資料：休業４日以上の死傷者数は、労働者死傷病報告による。　〇数字は死亡災害報告による死亡者数。
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２－２　年別・業種別 労働災害発生状況（令和元年～令和５年）
京都労働局

年　別
業　種 元年 ２年 ３年 ４年 ５年

全　 産　 業 2,389 � 2,528 ⑨ 2,840 ⑯ 5,670 ⑩ 3,228 ⑰
製 造 業 448 ① 449 ① 471 ② 465 459 ⑤

食 料 品 製 造 業 148 150 155 152 156 ②
繊維工業・繊維製品製造業 25 8 12 22 19 
木材・木製品・家具等製造業 14 25 22 12 21 
パルプ・紙・印刷・製本業 29 ① 22 35 ① 26 47 
化 学 工 業 30 31 21 35 32 
窯 業 土 石 製 品 製 造 業 10 14 18 9 15 
鉄 鋼・非 鉄 金 属 製 造 業 16 12 11 11 10 
金 属 製 品 製 造 業 58 60 57 54 56 ②
一 般 機 械 器 具 製 造 業 44 42 ① 56 48 31 ①
電 気 機 械 器 具 製 造 業 30 25 25 13 25 
輸 送 用 機 械 等 製 造 業 13 9 12 15 5 
電 気・ガ ス・水 道 業 2 4 3 4 2 
そ の 他 の 製 造 業 29 47 44 ① 64 40 

鉱 業 1 6 ① 3 ① 2 1 
建 設 業 268 ⑦ 295 ② 275 ① 295 ⑤ 266 ③

土 木 工 事 業 48 ① 62 ① 50 55 ② 47 
建 築 工 事 業 160 ⑥ 169 ① 169 173 ③ 132 ③

木 造 家 屋 等 建 築 工 事 業 33 ① 42 38 34 ① 42 
そ の 他 の 建 設 業 60 64 56 ① 67 87 

運 輸 業 369 ① 378 ② 433 ② 471 407 ④
鉄 道 等・ 道 路 旅 客 運 送 業 117 ① 74 85 128 90 ②
道路貨物運送・陸上貨物取扱業 250 303 ② 348 ② 340 316 ②
その他の運輸交通・港湾運送業 2 1 0 3 1 

農林・畜産・水産業 64 62 59 ① 58 ① 68 ①
林 業 26 23 20 ① 19 25 ①

商 業 358 ① 369 ② 397 ② 463 ① 423 ②
小 売 業 254 ① 253 ① 302 ① 343 ① 309 ①

金 融・広 告 業 32 32 26 26 19 
保 健 衛 生 業 317 459 ① 650 3,241 968 ①

社 会 福 祉 施 設 232 317 ① 414 1,588 575 

接 客 娯 楽 業 194 171 179 233 232 
旅 館 業 38 28 33 46 57 
飲 食 店 114 113 107 145 138 
ゴ ル フ 場 の 事 業 18 13 20 19 17 

清 掃・と 畜 業 119 ① 117 124 ③ 158 ② 173 
ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 53 70 75 ① 82 107 
産 業 廃 棄 物 処 理 業 27 ① 21 29 ② 28 ① 23 

そ の 他 219 � 190 223 ④ 258 ① 212 ①
警 備 業 32 ① 46 48 ③ 40 31

資料：休業４日以上の死傷者数は、労働者死傷病報告による。　〇数字は死亡災害報告による死亡者数。
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３－１　令和５年 労働災害発生状況　業種別（対前年比較）
京都労働局

年　別

業　種

休業４日以上の死傷災害 死  亡  災  害
５年 ４年 対前年

増 減
増 減 率

(%) ５年 ４年 対前年
増 減

全　 産　 業 3,228 5,670 -2,442 -43.1 17 10 7
製 造 業 459 465 -6 -1.3 5 5

食 料 品 製 造 業 156 152 4 2.6 2 2
繊維工業・繊維製品製造業 19 22 -3 -13.6  
木材・木製品・家具等製造業 21 12 9 75.0  
パルプ・紙・印刷・製本業 47 26 21 80.8  
化 学 工 業 32 35 -3 -8.6  
窯 業 土 石 製 品 製 造 業 15 9 6 66.7  
鉄 鋼・非 鉄 金 属 製 造 業 10 11 -1 -9.1  
金 属 製 品 製 造 業 56 54 2 3.7 2 2
一 般 機 械 器 具 製 造 業 31 48 -17 -35.4 1 1
電 気 機 械 器 具 製 造 業 25 13 12 92.3  
輸 送 用 機 械 等 製 造 業 5 15 -10 -66.7  
電 気・ガ ス・水 道 業 2 4 -2 -50.0  
そ の 他 の 製 造 業 40 64 -24 -37.5  

鉱 業 1 2 -1 -50.0  
建 設 業 266 295 -29 -9.8 3 5 -2

土 木 工 事 業 47 55 -8 -14.5 2 -2
建 築 工 事 業 132 173 -41 -23.7 3 3  

木 造 家 屋 等 建 築 工 事 業 42 34 8 23.5 1 -1
そ の 他 の 建 設 業 87 67 20 29.9  

運 輸 業 407 471 -64 -13.6 4 4
鉄 道 等・ 道 路 旅 客 運 送 業 90 128 -38 -29.7 2 2
道路貨物運送・陸上貨物取扱業 316 340 -24 -7.1 2 2
その他の運輸交通・港湾運送業 1 3 -2 -66.7  

農林・畜産・水産業 68 58 10 17.2 1 1  
林 業 25 19 6 31.6 1 1

商 業 423 463 -40 -8.6 2 1 1
小 売 業 309 343 -34 -9.9 1 1  

金 融・広 告 業 19 26 -7 -26.9  
保 健 衛 生 業 968 3,241 -2,273 -70.1 1 1

社 会 福 祉 施 設 575 1,588 -1,013 -63.8  
接 客 娯 楽 業 232 233 -1 -0.4  

旅 館 業 57 46 11 23.9  
飲 食 店 138 145 -7 -4.8  
ゴ ル フ 場 の 事 業 17 19 -2 -10.5  

清 掃・と 畜 業 173 158 15 9.5 2 -2
ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 107 82 25 30.5  
産 業 廃 棄 物 処 理 業 23 28 -5 -17.9 1 -1

そ の 他 212 258 -46 -17.8 1 1
警 備 業 31 40 -9 -22.5

資料：休業４日以上の死傷者数は、労働者死傷病報告による。　死亡者数は、死亡災害報告による。
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３－２　業種別　労働災害発生状況（新型コロナウイルス感染 内数）
令和５年（対前年比較）

京都労働局
業　　種 コロナ区分 令和５年 令和４年 対前年増減 増減率%

全 産 業
合　計 3,228 5,670 -2,442 -43.1 

内コロナ 556 3,181 -2,625 -82.5 
コロナ除く 2,672 2,489 183 7.4 

製 造 業
合　計 459 465 -6 -1.3 

内コロナ 4 48 -44 -91.7 
コロナ除く 455 417 38 9.1 

建 設 業
合　計 266 295 -29 -9.8 

内コロナ 0 43 -43 -100.0 
コロナ除く 266 252 14 5.6 

運 輸 業
合　計 407 471 -64 -13.6 

内コロナ 4 60 -56 -93.3 
コロナ除く 403 411 -8 -1.9 

道路貨物運送・陸上貨物取扱業
合　計 316 340 -24 -7.1 

内コロナ 0 8 -8 -100.0 
コロナ除く 316 332 -16 -4.8 

商 業
合　計 423 463 -40 -8.6 

内コロナ 10 92 -82 -89.1 
コロナ除く 413 371 42 11.3 

小 売 業
合　計 309 343 -34 -9.9 

内コロナ 8 62 -54 -87.1 
コロナ除く 301 281 20 7.1 

保 健 衛 生 業
合　計 968 3,241 -2,273 -70.1 

内コロナ 533 2,852 -2,319 -81.3 
コロナ除く 435 389 46 11.8 

社 会 福 祉 施 設
合　計 575 1,588 -1,013 -63.8 

内コロナ 228 1,316 -1,088 -82.7 
コロナ除く 347 272 75 27.6 

接 客 娯 楽 業
合　計 232 233 -1 -0.4 

内コロナ 0 36 -36 -100.0 
コロナ除く 232 197 35 17.8 

飲 食 店
合　計 138 145 -7 -4.8 

内コロナ 0 27 -27 -100.0 
コロナ除く 138 118 20 16.9 

清掃・と畜業
合　計 173 158 15 9.5 

内コロナ 1 4 -3 -75.0 
コロナ除く 172 154 18 11.7 

その他の事業
合　計 300 344 -44 -12.8 

内コロナ 4 46 -42 -91.3 
コロナ除く 296 298 -2 -0.7

資料：休業４日以上の死傷者数は、労働者死傷病報告による。
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３－３　労働災害発生状況　監督署別（対前年比較）
京都労働局

年 別

署 別

休　業　4　日　以　上　の　死　傷　災　害　
令和５年 令和４年 増減数・率

死傷災害 死亡
災害 構成比(%) 死傷災害 死亡

災害 構成比(%) 増減数 増減率(%)

京都労働局 3,228 17 100.0% 5,670 10 100.0% -2,442 7 -43.1%
京　都　上 800 3 24.8% 1,468 1 25.9% -668 2 -45.5%

京　都　下 748 2 23.2% 1,452 1 25.6% -704 1 -48.5%

京　都　南 1,177 8 36.5% 1,939 5 34.2% -762 3 -39.3%

福　知　山 162 5.0% 202 3.6% -40 -19.8%

舞　　　鶴 87 2.7% 156 2.8% -69 -44.2%

丹　　　後 107 3.3% 212 1 3.7% -105 -1 -49.5%

園　　　部 147 4 4.6% 241 2 4.3% -94 2 -39.0%
資料：休業４日以上の死傷者数は、労働者死傷病報告による。死亡災害数は死亡災害報告による。
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３－４　令和５年　監督署別・業種別 労働災害発生状況
京都労働局

年　別
業　種

休 業 4 日 以 上 の 死 傷 災 害
京都局 京都上 京都下 京都南 福知山 舞  鶴 丹  後 園  部

全　 産　 業 3,228 800 748 1,177 162 87 107 147

製 造 業 459 42 94 222 43 7 10 41
食 料 品 製 造 業 156 14 16 96 14 1 15
繊維工業・繊維製品製造業 19 7 6 3 1 2
木材・木製品・家具等製造業 21 4 7 2 1 7
パルプ・紙・印刷・製本業 47 8 16 19 1 3
化 学 工 業 32 6 17 7 1 1
窯 業 土 石 製 品 製 造 業 15 1 4 6 3 1
鉄 鋼・非 鉄 金 属 製 造 業 10 1 2 1 2 2 2
金 属 製 品 製 造 業 56 13 30 4 1 2 6
一 般 機 械 器 具 製 造 業 31 5 8 15 3
電 気 機 械 器 具 製 造 業 25 2 13 3 5 2
輸 送 用 機 械 等 製 造 業 5 2 2 1
電 気・ガ ス・水 道 業 2 1 1
そ の 他 の 製 造 業 40 1 10 22 2 2 3

鉱 業 1 1

建 設 業 266 62 72 78 14 8 16 16
土 木 工 事 業 47 13 6 17 2 4 3 2
建 築 工 事 業 132 45 31 33 7 2 10 4

木 造 家 屋 等 建 築 工 事 業 42 25 5 6 2 1 3
そ の 他 の 建 設 業 87 4 35 28 5 2 3 10

運 輸 業 407 48 75 233 20 10 8 13
鉄 道 等・ 道 路 旅 客 運 送 業 90 27 27 20 2 1 5 8
道路貨物運送・陸上貨物取扱業 316 21 48 213 17 9 3 5
その他の運輸交通・港湾運送業 1 1

農林・畜産・水産業 68 23 5 18 2 2 8 10
林 業 25 7 1 3 2 2 10

商 業 423 105 125 129 25 10 11 18
小 売 業 309 90 72 97 19 6 8 17

金 融・広 告 業 19 4 11 4

保 健 衛 生 業 968 336 173 322 46 32 34 25
社 会 福 祉 施 設 575 193 93 191 34 14 26 24

接 客 娯 楽 業 232 72 74 59 3 4 11 9
旅 館 業 57 20 22 1 2 2 8 2
飲 食 店 138 43 50 37 1 2 5
ゴ ル フ 場 の 事 業 17 2 12 1 2

清 掃・と 畜 業 173 61 58 39 2 7 2 4
ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 107 48 37 15 1 3 2 1
産 業 廃 棄 物 処 理 業 23 1 5 13 1 1 2

そ の 他 212 47 61 72 7 7 7 11
警 備 業 31 7 10 10 1 1 1 1

資料：休業４日以上の死傷者数は、労働者死傷病報告による。
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24
32

16
77

86
1

5
6

14
12

15
23

2
旅

館
業

2
2

1
6

7
7

21
26

1
1

4
3

57
飲

食
店

5
5

2
8

10
2

2
18

23
8

53
44

1
4

5
9

1
11

13
8

ゴ
ル

フ
場

の
事

業
1

1
2

2
1

3
2

2
8

1
1

17
清

掃
・

と
畜

業
2

1
4

7
1

14
4

19
1

15
25

3
44

67
6

6
11

11
2

6
17

3
ビ

ル
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
業

1
1

1
1

2
4

1
11

19
2

33
50

2
2

3
10

1
3

10
7

産
業

廃
棄

物
処

理
業

2
1

3
6

3
1

4
2

3
5

3
1

1
3

1
23

そ
　

　
の

　
　

他
2

1
1

2
6

1
7

45
53

1
9

25
3

38
76

1
1

4
14

4
15

1
21

2
警

備
業

1
1

3
5

8
2

2
4

10
1

5
2

31
資

料
：

休
業

４
日

以
上

の
死

傷
者

数
は

、
労

働
者

死
傷

病
報

告
に

よ
る

。
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３−７　令和 5 年　労働災害発生状況　事故の型別

３−８　令和 5 年　労働災害発生状況　起因物別

３
－

６
　

令
和

５
年

 労
働

災
害

発
生

状
況

 業
種

別
・

起
因

物
別

京
都

労
働

局
起

　
因

　
物

業
　

種

動
力

機
械

物
上

げ
装

置・
運

搬
機

械
そ

の
他

の
装

置
等

仮 設 物 ・ 建 築 物 ・

構 築 物 等

物
質

・
材

料

荷

環 境 等

そ の 他 の

起 因 物

起 因 物 な し

分 類 不 能

合 計

原 動 機

動 力 伝 導

機 構

木 材 加 工 用

機 械

建 設 機 械 等

金 属 加 工 用

機 械

一 般 動 力

機 械

車 両 系 木 材

伐 出 機 械 等

小 計

動 力

ク レ ー ン 等

動 力 運 搬 機

乗 物

小 計

圧 力 容 器

化 学 設 備

溶 接 装 置

炉 ・ 窯 等

電 気 設 備

人 力 機 械

工 具 等

用 具

そ の 他 の

装 置 ・ 設 備

小 計

危 険 物 ・

有 害 物 等

材 料

小 計

全
　

産
　

業
1

2
25

18
32

10
8

1
18

7
38

21
5

21
6

46
9

2
1

1
9

12
20

5
26

6
78

57
4

79
3

14
83

97
16

3
10

8
57

3
26

2
2

32
28

製
　

　
造

　
　

業
1

1
12

23
70

10
7

10
34

6
50

1
1

1
3

2
38

49
16

11
1

95
9

21
30

38
7

5
16

45
9

食
料

品
製

造
業

1
28

29
1

9
1

11
2

18
19

9
48

33
3

4
7

16
6

6
15

6
繊

維
工

業・
繊

維
製

品
製

造
業

5
5

1
4

1
6

4
2

2
19

木
材・

木
製

品・
家

具
等

製
造

業
1

12
13

2
2

2
1

1
4

2
2

21
パ

ル
プ・

紙・
印

刷・
製

本
業

1
19

20
1

4
1

6
2

2
4

8
1

1
5

3
47

化
学

工
業

1
7

8
1

1
1

5
1

7
7

2
2

4
3

2
32

窯
業

土
石

製
品

製
造

業
2

2
1

5
1

1
2

5
2

2
1

15
鉄

鋼・
非

鉄
金

属
製

造
業

1
1

1
2

3
1

1
2

1
2

2
1

10
金

属
製

品
製

造
業

16
1

17
3

5
1

9
1

1
2

4
1

9
5

9
9

4
2

1
56

一
般

機
械

器
具

製
造

業
4

4
1

2
1

4
3

6
9

8
1

1
2

1
2

31
電

気
機

械
器

具
製

造
業

3
3

1
1

2
4

1
7

10
3

1
25

輸
送

用
機

械
等

製
造

業
1

1
1

1
2

1
1

5
電

気・
ガ

ス・
水

道
業

1
1

1
2

そ
の

他
の

製
造

業
1

6
7

1
5

1
7

1
7

2
1

11
11

1
1

2
1

40
鉱

  　
　

　
　

  
 業

1
1

1
建

　
　

設
　

　
業

10
14

3
7

34
15

31
10

56
3

4
29

2
38

85
1

27
28

10
12

3
26

6
土

木
工

事
業

3
7

1
11

3
9

3
15

2
2

9
1

3
4

1
5

47
建

築
工

事
業

4
3

2
5

14
7

11
4

22
1

3
20

1
25

51
14

14
3

2
1

13
2

木
造

家
屋

等
建

築
工

事
業

2
1

1
4

3
3

3
9

1
3

4
19

6
6

42
そ

の
他

の
建

設
業

3
4

1
1

9
5

11
3

19
2

1
7

1
11

25
10

10
6

5
2

87
運

　
　

輸
　

　
業

1
1

2
4

6
10

0
36

14
2

40
26

4
70

10
0

1
8

9
37

11
6

28
40

7
鉄

道
等・

道
路

旅
客

運
送

業
1

1
2

31
31

1
1

1
3

28
1

1
4

4
4

13
90

道
路

貨
物

運
送・

陸
上

貨
物

取
扱

業
2

2
6

10
0

4
11

0
39

25
3

67
72

1
7

8
33

7
2

15
31

6
そ

の
他

の
運

輸
交

通・
港

湾
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業

1
1

1
農
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・
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水
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業

1
4

1
6

2
4

1
7

4
13

17
7

2
2

2
25

2
68

林
業

1
1

1
1

2
1

1
2

1
2

2
15

2
25

商
  　

　
　

　
  

 業
2

9
11

3
20

46
69

2
1

51
44

19
11

7
14

1
1

10
11

40
5

13
16

42
3

小
売

業
1

8
9

1
3

38
42

2
1

38
33

18
92

10
6

1
4

5
30

4
10

11
30

9
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・

広
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業
5

5
1

1
2

9
1

2
19
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健
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生

業
1

3
4

1
52

53
1

3
19

23
14

60
12

7
1

3
4

7
10

54
3

15
9

1
96

8
社

会
福

祉
施

設
1

3
4

1
46

47
1

3
14

17
11

46
92

3
3

6
9

23
5

13
2

1
57

5
接

客
娯

楽
業

1
6

7
4

11
15

3
2

24
32

16
77

86
1

5
6

14
12

15
23

2
旅

館
業

2
2

1
6

7
7

21
26

1
1

4
3

57
飲

食
店

5
5

2
8

10
2

2
18

23
8

53
44

1
4

5
9

1
11

13
8

ゴ
ル

フ
場

の
事

業
1

1
2

2
1

3
2

2
8

1
1

17
清

掃
・

と
畜

業
2

1
4

7
1

14
4

19
1

15
25

3
44

67
6

6
11

11
2

6
17

3
ビ

ル
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
業

1
1

1
1

2
4

1
11

19
2

33
50

2
2

3
10

1
3

10
7

産
業

廃
棄

物
処

理
業

2
1

3
6

3
1

4
2

3
5

3
1

1
3

1
23

そ
　

　
の

　
　

他
2

1
1

2
6

1
7

45
53

1
9

25
3

38
76

1
1

4
14

4
15

1
21

2
警

備
業

1
1

3
5

8
2

2
4

10
1

5
2

31
資

料
：

休
業

４
日

以
上

の
死

傷
者

数
は

、
労

働
者

死
傷

病
報

告
に

よ
る

。
　

（全産業 3,228 人）

（全産業 3,228 人）

墜落・転落
13.4%

令和５年
3,228人

転倒
19.8%

激突
3.9%

飛来・落下
2.6%

崩壊・倒壊
1.2%激突され

3.3%はさまれ・
巻きこまれ　7.5%

切れ・こすれ
4.4%

高温・低温物との
接触　2.3%

交通事故（道路）
6.0%

動作の反動・無理
な動作　16.6%

その他
19.0%

木材加工用機械
1%

建設用機械
1%

金属加工用機械
1%

一般動力機械
3%
動力クレーン等

1%
動力運搬機
7%

人力機械工具等
6%

乗物
7%

用具
8%

仮設物・建築物・
構築物等
25%

材料
3%

荷
5%

環境等
3%

その他
30%

令和５年
3,228人
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３−９　令和５年　労働災害発生状況　事故の型別

３− 10　令和５年　労働災害発生状況　起因物別

（重点業種別）

（重点業種別）
160

140

120

100

80

60

40

20

0

■ 製造業　■ 建設業　■ 運輸業　■ 商業　■ 保健衛生業　■ 接客娯楽業

一
般
動
力
機
械

動
力
運
搬
機

人
力
機
械

工
具
等

用
具

仮
設
物
・

建
築
物
・

構
築
物
等

荷 環
境
等

7070

77 22
99

33 66

34343131

100100

2020

11 44

3838

44

4040
5151

1919 2424

4949 4444

29292626 2323
3232

9595
8585

100100

141141

127127

8686

3838

1010

37374040

77
1414

77
12121111

55
12121010

180
160
140
120
100
80
60
40
20
0

■ 製造業　■ 建設業　■ 運輸業　■ 商業　■ 保健衛生業　■ 接客娯楽業

墜
落
・
転
落

転
倒

激
突

激
突
さ
れ

は
さ
ま
れ
・

巻
き
こ
ま
れ

切
れ
・
こ
す
れ

動
作
の
反
動
・

無
理
な
動
作

4747

9393 8787

6464

2222
2828

8888

2929

7171

130130 124124

6868

14141010

2626
13131919

1111
191920202222

99101066

9797

2424
3535

2929

771313

3939

2020
77

1818
88

2929

7979

3232

9898

7474

166166

2929
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３− 11　令和５年　労働災害発生状況　事業場規模別

３− 12　令和５年　労働災害発生状況　年齢別

（重点業種別） 京都労働局
～ 9人 10 ～ 29人 30 ～ 49人 50 ～ 99人 100 ～ 299人 300人～ 計

製 造 業 57 87 74 68 117 56 459
建 設 業 176 57 20 8 4 1 266
運 輸 業 23 69 96 82 94 43 407
保健衛生業 43 181 112 192 220 220 968
商 業 74 107 65 48 91 38 423
接客娯楽業 21 77 57 41 25 11 232
そ の 他 98 86 70 77 97 45 473

計 492 664 494 516 648 414 3,228
割 合 15.24% 20.57% 15.30% 15.99% 20.07% 12.83% 100.00%

（重点業種別） 京都労働局
～ 19歳 20 ～ 29歳 30 ～ 39歳 40 ～ 49歳 50 ～ 59歳 60歳～ 計

製 造 業 6 72 71 107 109 94 459
建 設 業 6 55 39 56 59 51 266
運 輸 業 2 35 49 86 140 95 407
保健衛生業 3 198 139 181 254 193 968
商 業 6 45 51 68 109 144 423
接客娯楽業 23 49 24 31 32 73 232
そ の 他 5 47 48 69 123 181 473

計 51 501 421 598 826 831 3,228
割 合 1.58% 15.52% 13.04% 18.53% 25.59% 25.74% 100.00%

300人～

100～299人

50～99人

30～49人

10～29人

～9人

0 100 200 300 400 500 600 700

■ 製造業
■ 建設業
■ 運輸業
■ 保健衛生業
■ 商業
■ 接客娯楽業
■ その他
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117117
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107107
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5757

7777
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181181

112112

192192

220220

220220
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2020

88

44

2323
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9696

8282

9494

4343
11

60歳～
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40～49歳

30～39歳

20～29歳

～19歳

■ 製造業
■ 建設業
■ 運輸業
■ 保健衛生業
■ 商業
■ 接客娯楽業
■ その他

66 6633

198198 4545 4949 4747

5151 4848

6868 6969

109109 123123

144144 7373 181181

139139

181181

254254

193193

22 66

5555 3535
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３− 13　高年齢労働者の労働災害発生状況（令和 5 年）
60歳以上の労働者・業種別・事故の型別（新型コロナウイルス感染症関連を除く）

動作の反動、無理な動作
14％

墜落・転落
13％

墜落・転落
55％

墜落・転落
25％

転倒
44％

転倒
16％

転倒
22％

激突
2％

激突
7％

飛来、落下
5％

飛来、落下
1％

崩壊、倒壊
1％

崩壊、倒壊
2％

崩壊、倒壊
3％

激突され
3％

激突され
10％

激突され
1％

はさまれ、巻き込まれ
6％

はさまれ、巻き込まれ
10％

はさまれ、巻き込まれ
7％

切れ、こすれ
6％

切れ、こすれ
2％

高温・低温の物との接触
1％

交通事故（道路）
1％

動作の反動、無理な動作
4％

交通事故（道路）
2％

切れ、こすれ
1％

交通事故（道路）
12％

動作の反動、無理な動作
20％

製造業

建設業

運輸業

15



動作の反動、無理な動作
9％

動作の反動、
無理な動作
22％

墜落・転落
15％

転倒
49％

転倒
55％

転倒
53％

激突
2％

激突
2％

激突
8％

飛来、落下
1％

崩壊、倒壊
1％

激突され
4％

激突され
1％
飛来、落下
3％

はさまれ、巻き込まれ
7％

はさまれ、巻き込まれ
2％

はさまれ、巻き込まれ
3％

切れ、こすれ
3％

高温・低温の物との接触
2％

交通事故
（道路）
12％

交通事故（道路）
7％

交通事故（道路）
1％

墜落・転落
4％

墜落・転落
14％

動作の反動、無理な動作
10％

高温・低温の物との接触
4％

切れ、こすれ
3％

保健衛生業

接客娯楽業

商業

飛来、落下
1％

切れ、こすれ
1％

高温・低温の物との接触
1％
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5　令和５年　死亡災害発生状況（対前年比較） � 京都労働局

１. 業種別発生状況 ２. 事故の型別労働災害発生状況
５年 ４年 増 減 ５年 ４年 増 減

全 産 業 17 10 7 事故の型別総計 17 10 7
製 造 業 5 5 墜 落 ・ 転 落 5 6 -1
鉱   業 転     倒
建 設 業 3 5 -2 激     突
運 輸 業 4 4 飛 来 ・ 落 下 1 1
農 林・ 畜 産 ･ 水 産 業 1 1 崩 壊 ・ 倒 壊 2 2
商   業 2 1 1 激 突 さ れ 1 -1
そ の 他 2 3 -1 はさまれ・巻き込まれ 1 2 -1

切 れ・ こ す れ
業種別発生状況のうち、建設業の内訳 踏 み 抜 き

５年 ４年 増 減 お ぼ れ
高温・低温の物との接触 1 1

建 設 業 総 計 3 5 -2 有 害 物 等 と の 接 触
感 電　

土 木 工 事 業 2 -2 爆 発
破 裂

建 築 工 事 業 3 3 火 災
交 通 事 故（ 道 路 ） 1 1

木造家屋等建築工事業 1 -1 交 通 事 故（ そ の 他 ） 2 2
動作の反動、無理な動作

そ の 他 の 建 設 業 そ  の  他 4 4
分 類 不 能

３. 起因物別労働災害発生状況 ４. 年齢別労働災害発生状況
５年 ４年 増 減 ５年 ４年 増 減

起 因 物 総 計 17 10 7 全 年 齢 17 10 7

動力機械

原 動 機 1 9 歳 以 下 1 1
動 力 伝 導 機 構 20 歳以上 29 歳以下 2 1 1
木 材 加 工 用 機 械 30 歳以上 39 歳以下 2 2
建 設 機 械 等 2 -2 40 歳以上 49 歳以下 7 1 6
金 属 加 工 用 機 械 50 歳以上 59 歳以下 1 3 -2
一 般 動 力 機 械 1 2 -1 6 0 歳 以 上 4 5 -1

物 上 げ
装 置 運
搬 機 械

動 力 ク レ ー ン 等 1 1
動 力 運 搬 機 1 1 ５. 監督署別労働災害発生状況乗 物 3 3

その他の
装 置 等

化 学 設 備 ５年 ４年 増 減
溶 接 装 置 京 都 労 働 局 17 10 7
電 気 設 備 京 都 上 署 3 1 2
人 力 機 械 工 具 等 京 都 下 署 2 1 1
用 具 1 1 京 都 南 署 8 5 3
その他の装置・設備 福 知 山 署

仮 設 物・ 建 築 物・ 構 築 物 等 3 5 -2 舞 鶴 署
物 質・
材 料

危険物・有害物等 丹 後 署 1 -1
材 料 園 部 署 4 2 2

荷
環  境  等 4 1 3 資料：死亡災害報告

そ の 他
そ の 他 の 起 因 物
起 因 物 な し 3 3
分 類 不 能
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6　令和５年　死亡災害一覧� 京都労働局
令和6年3月未確定

№ 災害発生 業種 事故の型 起因物 被災者概要 災　害　の　概　要月　時 事業場規模

1 １月
９時

保健衛生業
（病院）

その他 その他
（起因物なし）

男30代
300人以上

業務に起因して心疾患を発症し、心停止
した。

2 １月
９時

運輸業
（陸上貨物取扱業）

その他 その他
（起因物なし）

男40代
10 ～ 49人

業務に起因して精神障害を発病し、飛び
降り自殺した。

3 ２月
16時

林 業
（木材伐出業）

崩壊、倒壊 環境等
（立木等）

男40代
１～９人

山林内で伐採作業中、枯損木（根本直径
57㎝）が根起きして倒れ下敷きになっ
た。

4 ３月
15時

製造業
（その他の金属製

品製造業）
飛来、落下 動力クレーン等

（クレーン）
男10代

１～９人

鉄骨加工工場内において、溶接加工中のＨ鋼
（H700×W300×L9320mm、重量1.69t）を天井
クレーン（定格荷重2.8t）で吊り上げ作業中、Ｈ鋼
が土台から落下し、地面との間にはさまれた。

５・６
３月
11時

運輸業
（水運業）

交通事故
（その他）

乗物
（その他の乗物）

男40代１名 
男50代１名

100 ～ 299人

観光用舟（長さ12.2m、最大幅2.3m、
船頭４名、乗客25名乗船）を操船中、座
礁、転覆した（船頭２名が死亡）。

7 ４月
５時

製造業
（その他の金属製

品製造業）
その他 その他

（起因物なし）
男40代

10 ～ 49人 長時間労働により自宅で死亡した。

8 ６月
11時

建設業
（鉄骨・鉄筋コンクリー

ト造家屋建築工事業）
崩壊、倒壊 環境等

（地山、岩石）
男40代

１～９人

立体駐車場の新設工事現場において、地山
を掘削（約1.8m）し、塩ビ管（直径約25cm）
の撤去作業中、土砂等が崩壊し埋まった。

9 ８月
６時

製造業
（飲料（酒類を除

く）製造業）

はさまれ、
巻き込まれ

一般動力機械
（その他の一般動

力機械）

男30代
100 ～ 299人

工場内で、異常停止した自動搬送機の確認
に向かった作業員が、リフトで持ち上げら
れたパレットとコンベアの間にはさまれた。

10 ８月
15時

運輸業
（一般貨物自動車

運送業）
墜落、転落 動力運搬機

（トラック）
男60代

10 ～ 49人

取引先において、荷積み（建機部品）作業
中、落下した荷の下敷きになった状態で
発見された。

11 ８月
９時

製造業
（機械（精密機械を
除く）器具製造業）

高温・低温の
物との接触

環境等
（高温・低温環境）

男40代
100 ～ 299人

出張先の宿泊ホテルから取引先に徒歩で
移動中、熱中症となった。

12 ９月
９時

建設業
（その他の建築工

事業）
墜落、転落

仮設物、建築
物、構築物

（建築物、構築物）

男70代
１～９人

木造家屋の解体工事現場において、庇（高
さ2.88ｍ）の上で畳を搬出作業中、墜落
した。

13 ９月
10時

製造業
（その他の食料品

製造業）
その他 環境等

（その他の環境等）
女40代

１～９人
茶園で肥料散布中、蜂に刺され、アナフィ
ラキシーショックで心停止した。

14 ９月
15時

商業
（新聞販売業）

交通事故
（道 路）

乗物
（乗用車、バス、

バイク）

男60代
１～９人

原動機付自転車で夕刊配達中、交差点で
自動車と衝突した。

15 ９月
10時

商業
（その他の卸売業）

墜落、転落 用具
（はしご等）

男80代
１～９人

工場内で、脚立に登り、天井クレーン（定格
荷重2.8ｔ）で、ろ過装置（高さ3.8ｍ、重量
約1.6ｔ）を吊り上げ作業中、墜落した。

16 11月
10時

その他
（その他の事業そ

の他）
墜落、転落

仮設物、建築
物、構築物

（屋根、はり、もや、けた、合掌）

男20代
10 ～ 49人

建物屋上において、顧客の動画撮影中、
後ずさりして転落した。

17 11月
14時

建設業
（鉄骨・鉄筋コンクリー

ト造家屋建築工事業）
墜落、転落

仮設物、建築
物、構築物

（足 場）

男20代
１～９人

13階建新築マンション建設工事現場の
足場解体作業中、足場の15層目（高さ約
27ｍ）から墜落した。

全産業　17 　【製造業５　鉱　業０　建設業３　運輸業４　林　業１　商　業２　その他２】
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7　令和５年　定期健康診断実施状況（業種別）�
京都労働局

区分
業種

健診実施
事業場数 受診者数 所見のあった者

人数 有所見率（％） 全国有所見率（％）

全 産 業 2,522 264,277 161,610 61.15 58.94 
製 造 業 652 77,386 46,667 60.30 57.82 
食 品 製 造 115 14,238 8,043 56.49 59.00 
繊 維 工 業 13 834 479 57.43 58.09 
衣 服 ・ 繊 維 2 169 130 76.92 60.49 
木 材 ・ 木 製 4 355 237 66.76 63.22 
家 具 ・ 装 備 1 74 56 75.68 61.12 
パ ル プ 等 13 1,059 611 57.70 63.56 
印 刷 ・ 製 本 37 3,700 2,236 60.43 60.24 
化 学 工 業 73 7,222 4,141 57.34 56.30 
窯 業 ・ 土 石 21 2,244 1,572 70.05 61.81 
鉄 鋼 業 5 202 133 65.84 54.10 
非 鉄 金 属 9 663 464 69.98 57.97 
金 属 製 品 58 4,220 2,681 63.53 60.63 
一 般 機 器 102 13,998 8,537 60.99 58.13 
電 気 機 器 101 17,032 10,415 61.15 57.67 
輸 送 機 器 24 5,563 3,009 54.09 52.89 
電 気 ・ ガ ス 14 1,910 1,561 81.73 69.47 
他 の 製 造 60 3,903 2,362 60.52 61.12 

鉱 業 1 51 42 82.35 69.91 
建 設 業 40 3,022 1,881 62.24 64.75 
土 木 工 事 9 661 467 70.65 70.20 
建 築 工 事 19 1,417 842 59.42 62.32 
他 の 建 設 12 944 572 60.59 64.46 

運 輸 交 通 業 224 16,817 11,300 67.19 65.32 
鉄 道 等 35 2,890 1,427 49.38 47.23 
道 路 旅 客 74 6,716 5,082 75.67 74.15 
道 路 貨 物 113 7,139 4,759 66.66 66.59 
他 の 運 輸 2 72 32 44.44 66.94 

貨 物 取 扱 業 30 2,131 1,325 62.18 62.26 
陸 上 貨 物 29 2,058 1,264 61.42 61.71 
港 湾 運 送 1 73 61 83.56 64.97 

農 林 業 0 0 0 0.00 68.33
畜 産・ 水 産 業 61.23
商 業 404 31,787 20,256 63.72 61.06 
金 融・ 広 告 業 59 10,243 6,125 59.80 57.59 
映 画・ 演 劇 業 5 140 79 56.43 55.66 
通 信 業 30 4,362 2,651 60.77 59.39 
教 育・ 研 究 業 149 23,963 14,541 60.68 57.92 
保 健 衛 生 業 462 51,541 29,923 58.06 55.36 
接 客 娯 楽 業 147 5,807 3,294 56.72 58.52 
清 掃・ と 畜 業 69 5,261 3,964 75.35 70.18 
官 公 署 2 184 108 58.70 58.43 
他 の 事 業 248 31,582 19,454 61.60 58.90

資料：定期健康診断結果報告
（注） １　「健診実施事業場数」欄は健診実施延事業場数である。

2　�「所見のあった者」の人数は労働安全衛生規則第44条及び第45条で規定する健康診断項目のいず
れかが有所見であった者（他覚所見のみを除く）の人数である。

3　「有所見率」は、所見のあった人数（他覚所見のみを除く）を受診者で割った値である。
4　この表に掲載の数値はすべて未確定値である（以下、項目10（24ページ）まで同様）。
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区　分
対 象 業 務

健診実施
事業場数 受診労働者数 所見のあった者 所見のあった者

人数 有所見率（％）有所見率（全国）
特 殊 健 康 診 断 合 計 2,238 49,963 2,134 4.27 3.47 
有 機 溶 剤 870 15,637 629 4.02 3.20 

鉛 104 2,175 60 2.76 1.54 
四 ア ル キ ル 鉛 0 0 0 0.00 5.08 
電 離 放 射 線 331 9,761 1,240 12.70 10.55 
除 染 電 離 放 射 線 1 4 2 50.00 10.92 
高 気 圧 4 50 19 38.00 7.01 
特 定 化 学 物 質 853 21,455 183 0.85 1.53 

塩素化ビフェニル 6 72 0 0.00 0.47 
ジアニシジン 3 4 0 0.00 2.79 
ベリリウム 12 100 0 0.00 1.17 
アクリルアミド 28 140 1 0.71 0.83 
アクリロニトリル 7 51 0 0.00 1.03 
アルキル水銀化合物 3 4 0 0.00 0.00 
エチレンイミン 2 14 0 0.00 0.34 
塩化ビニル 4 5 0 0.00 2.54 
塩素 23 414 1 0.24 0.44 
カドミウム 11 104 1 0.96 2.76 
クロム酸 67 629 14 2.23 0.99 
クロロメチルメチルエーテル 1 1 0 0.00 1.41 
五酸化バナジウム 3 106 0 0.00 3.38 
コールタール 10 261 0 0.00 0.35 
シアン化カリウム 20 312 2 0.64 0.79 
シアン化水素 9 122 1 0.82 0.33 
シアン化ナトリウム 18 213 2 0.94 1.14 
３・３’－ジクロロ－４・４’－ジアミノジフェニルメタン 12 154 3 1.95 3.16 
臭化メチル 3 42 0 0.00 0.56 
重クロム酸 31 313 1 0.32 1.71 
水銀 24 105 0 0.00 1.94 
トリレンジイソシアネート 13 129 0 0.00 0.75 
ニッケルカルボニル 1 1 0 0.00 0.65 
パラ－ジメチルアミノアゾベンゼン 2 3 0 0.00 0.66 
パラ－ニトロクロルベンゼン 1 1 0 0.00 9.24 
弗化水素 64 1,143 0 0.00 0.48 
ベンゼン 41 221 6 2.71 1.84 
ペンタクロルフェノール 2 95 0 0.00 2.02 
マンガン 80 1,194 10 0.84 0.79 
沃化メチル 7 19 0 0.00 0.72 
硫化水素 16 119 0 0.00 0.50 
硫酸ジメチル 5 22 0 0.00 1.71 
ニッケル化合物 60 1,275 0 0.00 0.42 
砒素 27 347 3 0.86 0.92 
酸化プロピレン 6 50 0 0.00 0.42 
インジウム及びその化合物　 48 476 5 1.05 0.71 
エチルベンゼン 305 2,136 5 0.23 0.74 
コバルト及びその無機化合物 97 1,840 12 0.65 0.44 
１・２- ジクロロプロパン 1 3 0 0.00 5.18 
クロロホルム 98 1,227 28 2.28 4.61 
四塩化炭素 12 91 0 0.00 4.03 
１・４- ジオキサン 36 199 2 1.01 5.22 
１・２- ジクロロエタン 23 115 9 7.83 4.42 
ジクロロメタン 128 1,465 40 2.73 5.98 
スチレン 110 661 25 3.78 8.40 
１・１・２・２- テトラクロロエタン 5 31 0 0.00 3.68 
テトラクロロエチレン 21 61 1 1.64 6.99 
トリクロロエチレン 26 108 0 0.00 6.81 
メチルイソブチルケトン 160 1,321 6 0.45 0.89 
ナフタレン 40 246 0 0.00 1.47 
リフラクトリーセラミックファイバー 35 742 1 0.13 0.87 
オルトートルイジン 3 12 0 0.00 2.24 
三酸化二アンチモン 23 185 0 0.00 0.42 
溶接ヒューム 326 2,751 4 0.15 0.78 

石 綿（ ア ス ベ ス ト ） 75 881 1 0.11 1.04
資料：各特殊健康診断結果報告

（注）�特定化学物質欄の健診実施事業場数及び受診労働者数は、何らかの対象業務の健診実施事業場数及び受診労働者数で
あり、各対象業務別の健診実施事業場数及び受診労働者数を集計したものではありません。

９　令和５年　特殊健康診断実施状況（対象業務別）
京都労働局
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10　令和５年 指導勧奨による特殊健康診断実施状況（対象業務別）
京都労働局

区　分

対 象 業 務
健診実施
事業場数 受診労働者数

所見のあった者 所見のあった者

人数 有所見率（％） 有所見率（全国）

指導勧奨特殊健診 合計 400 19,293 1,903 9.86% 10.92%

紫外線・赤外線 39 1,038 2 0.19% 2.84％

騒音作業 150 5,585 860 15.40% 15.24％

有機りん剤 1 2 0 0.00% 1.56％

脂肪族の塩化又は
臭化化合物 2 8 0 0.00% 10.46％

よう素 2 12 0 0.00% 0.78％

メチレンジフェニル
イソシアネート 5 64 0 0.00% 1.22％

都市ガス配管工事 1 76 0 0.00% 1.44％

チェーンソー 4 35 9 25.71% 14.13％

チェーンソー以外（振動） 13 644 19 2.95% 6.42％

重量物取扱い作業等
（介護作業等） 167 7,559 841 11.13% 19.96％

金銭登録 1 2 0 0.00% 7.76％

引金付工具（頸肩腕） 10 383 19 4.96% 2.77％

ＶＤＴ作業 41 2,767 150 5.42% 9.05％

レーザー機器 51 1,118 3 0.27% 4.67％

資料：指導勧奨による健康診断結果報告
（注）�指導勧奨特殊健診 合計の健診実施事業場数及び受診労働者数は、何らかの対象業務の健診実施事業場数及び受診労

働者数であり、各対象業務別の健診実施事業場数及び受診労働者数を集計したものではありません。京都局で報告
のなかった健診の種類は割愛してあります。
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第14次労働災害防止推進計画　8つの重点対策①関係
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第14次労働災害防止推進計画　8つの重点対策①関係
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14　労働者の転倒災害（業務中の転倒による重傷）
を防止しましょう

第14次労働災害防止推進計画　8つの重点対策②関係
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14　労働者の転倒災害（業務中の転倒による重傷）
を防止しましょう

30



厚生労働省では、令和 2年 3月に「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」
（エイジフレンドリーガイドライン。以下「ガイドライン」）を策定しました。
働く高齢者の特性に配慮したエイジフレンドリーな職場を目指しましょう。

背景・現状
● 労働災害による休業４日以上の死傷者数のうち、

60歳以上の労働者の占める割合が増加傾向。
（令和３年は 25.7％）

● 労働者千人当たりの労働災害件数（千人率）では、
男女ともに若年層に比べ、高年齢層で高い。
（30歳前後の最小値と比べ 65～74歳では男性２倍、女性３倍）。

＜年齢別・男女別の労働災害発生率（千人率）令和３年＞
出典︓労働力調査（基本集計・年次・2021年）、労働者死傷病報告（令和３年）

2.422.422.40

4.234.35

1.50 1.391.40

4.494.52

0.00
0.50
1.00
1.50
2.00
2.50
3.00
3.50
4.00
4.50
5.00 男性 女性

高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境
づくり等が重要

男女ともに高年齢層で
災害発生率が高く、特
に、65～74歳で顕著

高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイド
ライン概要（エイジフレンドリーガイドライン）

15　15　

高年齢労働者の就労状況や業務の内容等の実情に応じて、国や関係団体等による支援
も活用して、実施可能な労働災害防止対策に積極的に取り組むよう努める。
事業者が実施する労働災害防止対策の取組に協力するとともに、自己の健康を守るた
めの努力の重要性を理解し、自らの健康づくりに積極的に取り組むよう努める。

事業者に求められる取組
（１～５のうち法令で義務付けられているものに必ず取り組むことに加えて、実施可能なものに取り組む）

１　安全衛生管理体制の確立等
経営トップ自らが安全衛生方針を表明し、担当する組織や担当者を指定
高年齢労働者の身体機能の低下等による労働災害についてリスクアセスメントを実施

２　職場環境の改善
照度の確保、段差の解消、補助機器の導入等、身体機能の低下を補う設備・装置の導入
勤務形態等の工夫、ゆとりのある作業スピード等、高年齢労働者の特性を考慮した作業管理

３　高年齢労働者の健康や体力の状況の把握
健康診断や体力チェックにより、事業者、高年齢労働者双方が当該高年齢労働者の健康や
体力の状況を客観的に把握

４　高年齢労働者の健康や体力の状況に応じた対応
健康診断や体力チェックにより把握した個々の高年齢労働者の健康や体力の状況に応じて、
安全と健康の点で適合する業務をマッチング
集団及び個々の高年齢労働者を対象に身体機能の維持向上に取り組む

５　安全衛生教育
十分な時間をかけ、写真や図、映像等、文字以外の情報を活用した教育を実施
再雇用や再就職等で経験のない業種や業務に従事する場合には、特に丁寧な教育訓練

事業者

労働者

（１）中小企業や第三次産業における高年齢労働者の労働災害防止対策の取組事例の活用
（２）個別事業場に対するコンサルティング等の活用
（３）エイジフレンドリー補助金等の活用
（４）社会的評価を高める仕組みの活用（安全衛生優良企業公表制度、あんぜんプロジェクト等）
（５）職域保健と地域保健の連携及び健康保険の保険者との連携の仕組みの活用

国・関係団体等による支援の活用

求められる取組

労働者に求められる取り組み
自らの身体機能や健康状況を客観的に把握し、健康や体力の維持管理に努める
日頃から運動を取り入れ、食習慣の改善等により体力の維持と生活習慣の改善に取り組む

第14次労働災害防止推進計画　8つの重点対策③関係
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 高年齢労働者の安全衛生対策に取り組む事業者への国による支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 高年齢労働者の安全衛生対策について個別に相談したいときは 

 

 
 
 エイジフレンドリー補助金は、高齢者を含む労働者が安心して安全に働くことができる
よう、中小企業事業者による高年齢労働者の労働災害防止対策やコラボヘルス等の労働者
の健康保持増進のための取組に対して補助を行うものです。 
 令和６年度も予定していますので、ぜひご活用ください。 
 ※ この補助金は、事業場規模、高年齢労働者の雇用状況等を審査の上、交付を 
  決定します。全ての申請者に交付されるものではありません。 
 ※ 補助の具体的な条件、応募手続き等の詳細は、厚生労働省ホームページをご 
  確認ください。 

エイジフレンドリー補助金 

高年齢労働者の労働災害防止対策についての情報は
　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働省ホームページに掲載しています

32



外国人向け安全衛生教材を
　　　労働災害防止にご活用ください

16　16　

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11114.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000118557.html

https://www.youtube.com/user/MHLWanzenvideo
https://anzeninfo.mhlw.go.jp/information/kyozaishiryo.html

第14次労働災害防止推進計画　8つの重点対策④関係
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外国人向け安全衛生教材を
　　　労働災害防止にご活用ください

16　16　

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11114.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000118557.html

https://www.youtube.com/user/MHLWanzenvideo
https://anzeninfo.mhlw.go.jp/information/kyozaishiryo.html

　それまで健康だった人が病気にかかり治療が必要になると、 

以前のように働けなくなるケースが出てきます。治療しながら働

きたい人にとっては、治療と仕事の両立は大きな問題です。

　一方で、事業場において治療と仕事の両立を図るための取組み

が行われることで、継続的な人材確保、働く人の安心感やモチ 

ベーションの向上による人材の定着・生産性の向上などにつなが

りますが、治療と仕事の両立支援の取組状況は事業場によってさ

まざまであり、支援方法や関係者との連携に悩む担当者も少なく

ありません。

　「事業場における治療と仕事の両立支援ガイドライン」(厚生労

働省)には、両立支援を行うための留意事項や環境整備・支援の

進め方が記載されています。また、企業と主治医がやりとりを行

う文書の様式例や、両立支援プランの様式も掲載されています。

　さらに、ガイドラインの参考資料として作成された「企業医療

機関連携マニュアル」では、企業と医療機関との連携が事例形式 

で具体的に示されておりますので、ぜひご活用ください。

17
第14次労働災害防止推進計画　8つの重点対策⑦関係
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「治療を続けながら働く人を
　　　応援する事業者の皆様へ」
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18　産業保健活動総合支援事業のご案内
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18　産業保健活動総合支援事業のご案内
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